
事業番号 - - -

（ ）

　我が国の国土は、風水害、地震・津波災害、火山災害など極めて多種の自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。また、昨今の頻発化・激甚化・多様化
する災害に加え、社会・産業の高度化などに伴い、防災業務が広範かつ複雑化しているため、地方公共団体等の職員は分野横断的な対応が求められている。
　このため、内閣府では、地方公共団体等の職員を対象として、危機事態に迅速・的確に対応できる人を育成する「防災スペシャリスト養成研修」を実施し、継続的
な人材育成に取り組んでいる。

令和6年度要求

-

-

-

0

17.5

119.6

執行率（％）
=(G)/(F)

92% 102% 82%

防災政策費

(目)

(目)

17.5

　

　

　

(目)

2.6 2.5

災害関係調査費

非常勤職員手当

委員等旅費

職員旅費

その他

(目)

令和5年度当初予算

計（A) 112.9

99.1

82%

0.4

92.5

0.4

0

重要政策推進枠　12.0百万円

2023 府 22 0054

内閣府令和5年度行政事業レビューシート

-

- -

補正予算（B) 49.2 - -

▲1.3

▲1.3

令和5年度第1次補正予算

令和3年度 令和4年度

https://www.bousai.go.jp/taisaku/jinzai/specialist.html

(項)

執行額(G) 159.9

政策 ７．防災

事業の目的
（5行程度以内）

　我が国全体における防災体制充実のため、国、地方の公共団体の職員を対象に、防災スペシャリストとして「危機事態に迅速・的確に対応できる人材」、「国、地
方のネットワークを形成できる人材」の育成を図る。

参事官（地方・訓練担当） 鈴木　毅

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

災害対策基本法第８条第２項第18号
関係する

計画、通知等
防災基本計画（令和元年５月、中央防災会議決定）

- - -

事業概要URL

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目

令和5年度

事業名 国と地方の防災を担う人材の育成に係る経費 担当部局庁 政策統括官（防災担当） 作成責任者

事業開始年度

施策 ７．防災に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

https://www.cao.go.jp/yosan/pdf/r4/03005100_naikakufu.pdf

当初予算（A) 124.7 114.8 114.9 112.9 119.6

-

平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　地方公共団体の職員等を対象に「内閣府で防災に関する業務を経験する研修」、「有明の丘基幹的広域防災拠点施設における研修」（以下、「有明の丘研修」と
する。）、地方で行う「地域研修」などを実施する。有明の丘研修では、災害対応に不可欠な知識・技能・態度を効果的に習得する研修を行う。また、「地域研修」で
は、各地域における災害の特性やニーズを踏まえた災害対応に必要な能力を効果的に習得する研修を行う。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度

117 93.7

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

173.9 114.8 114.9 111.6 119.6

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

-翌年度へ繰越し（D) - - -

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
92%

主な増減理由（・要望額・予備費）

102%

令和6年度要求

現状・課題
（5行程度以内）



アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

- - - -

目標値 - - - -

97

91

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

-

↓

研修終了後に理解度を測るテストを行
い、参加者全員が８割以上の点数を取
得することを目指す。

研修終了後に行われる学習
到達度テストで８割以上の点
数を得た人の割合

防災スペシャリストとして「危機事態に迅速・的確に対応できる人材」「国・地方のネットワークを形成できる人」の育成を確実に行うため、国・地方公共団体等の職
員を対象に「有明の丘研修」、「地域研修」を実施する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

- - -

-

成果実績 - -

目標最終年度

達成度 ％

-

100 100

-

定量的な成果指標

達成度 ％

目標年度

当初見込み 人

- -

1,8001,600

活動内容①
（アクティビティ）

「有明の丘基幹的広域防災拠点施設に
おける研修」、「地域研修」の修了者数

研修修了者数
活動実績 1,070

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）

活動目標 活動指標

-1,620 1,620

令和4年度
年度

成果実績 ％ 91

単位

↓

-

年度

単位 令和2年度

人

目標年度

-

「有明の丘研修」修了者の確認テストの結果

令和2年度 令和3年度

-

1,148

アウトカム設定について
の説明

-

95

目標値 ％ 100

97 95

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

研修の効果は本来、受講者による実際のパフォーマンスをもって測ることが望ましいが、災害は滅多に発生せず、かつ、研修で扱うあらゆる知識・技能・態度を発
揮する場面に遭遇するとは限らないことから、受講者個人の災害対応能力を実際に測定することは不可能である。よって、学習した知識の理解度を測定する「学
習到達度テスト」による測定以外に手段がないため。

-

-

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- -

％

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1,262

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

-

- -

達成度

「有明の丘研修」の実施を通じて、研修修了者（研修の全工程を受講した方）の災害対応能力の向上を目指している。その成果（アウトプット）を測る指標として、研
修修了後に学習到達度テスト（確認テスト）を実施している。

定量的な成果指標

- 目標値 - -



-

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0040

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 新25-0004

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

所見を踏まえ更に充実した研修となるよう努めるとともに、国民が研修成果を具体に判断できる手法について有識者からのご意見も聴きながら検討していく。

現状通り

現状通り

0041

平成30年度 0037

　オンラインでの研修による効果を一定の水準に保つため、受講者及び受講者の所属機関への働きかけや実施期間の見直しなど、途中離脱者の削減に向けた
受講環境の改善を図る。
　予算執行については、引き続き、競争性を確保した発注方式を実施するとともに、入札参加者の拡大を促すため、仕様書等の業務内容の明確化、業務内容・規
模・発注時期の適正化等を図り、効率的な予算執行に取り組む。

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 0037

平成29年度 0037

0044

令和2年度 内閣府 0043

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

　当事業は、危機事態に迅速・的確に対応できる防災人材の育成と、国・地方の人的ネット
ワークの構築を図るものであり、その効果は研修受講者の所属組織にとどまらず、国全体
の防災能力の向上にもなる。そのため、国が主体的に行うべき事業である。
　成果実績である学習到達度テストでは、８割以上の点数を取得した人が９５％と高い水準
を維持している。一方、オンラインによる有明の丘研修の開催が浸透したことで、安易な申
込が増え、その結果として業務多忙等を理由とした途中離脱者の増加が生じた。
　予算執行については、人材育成・交流プラットフォームの構築等について、一般競争入札
（最低価格方式）にて手続きを行ったが、参加者０となり入札不調が発生した結果、執行率８
２％となった。不調となった事業は令和５年度に実施する予定とした。

-

-

引き続き、過去の外部有識者の所見を踏まえ、充実した研修を実施するとともに国民が研修の成果を具体的に判断できるように努めること。

外部有識者の所見

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況



令和4年度 2022 府 21

20令和3年度

内閣府
９３．７百万円

請負【一般競争入札
（総合評価）】等

Ａ．株式会社サイエンスクラフト
５５．１百万円

請負【一般競争入札
（最低価格）】

Ｂ．株式会社エム・シー・アンド・ピー
２１．６百万円

 

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0055

請負
【随意契約（少額）】

Ｃ．公益財団法人全国市長会館
０．３百万円

D．株式会社ロイヤルパークホテルズアンドリゾーツ
（丸ビル＆コンファレンススクエア）

０．６百万円

Ｅ．個人（２４名）
１６．２百万円

直接【手当・旅費】

請負
【随意契約（少額）】

0051

2021 府

令和４年度防災スペシャリスト養成

に関する調査検討業務 等

令和４年度地方公共団体等の防災力強化

のための研修等運営業務

全国防災・危機管理トップセミナー

に係る会場借上料（市区長向け）

全国防災・危機管理トップセミナー

に係る会場借上料（町村長向け）

非常勤職員手当（1０名）
研修参加旅費（１４名）



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 令和４年度防災スペシャリスト養成に関する調査検討業務 49.3 雑役務費
令和４年度地方公共団体等の防災力強化のための
研修等運営業務

21.6

C. D.
費目・使途

（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 49.3 計 21.6

会場借料 全国防災・危機管理トップセミナーに係る会場借上料 0.3 会場借料 全国防災・危機管理トップセミナーに係る会場借上料 0.6

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.3 計 0.6

人件費 非常勤職員手当 2.1

計 2.1 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

2 - -2 株式会社サイエンスクラフト 1210001011627
令和４年度自治体危機管理・
防災責任者研修運営業務

5.7
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社サイエンスクラフト 1210001011627
令和４年度防災スペシャリスト
養成に関する調査検討業務

49.3
一般競争契約
（総合評価）

1 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社エム・シー・アンド・
ピー

2120001041913
令和４年度地方公共団体等の防災
力強化のための研修等運営業務

21.6
一般競争契約
（最低価格）

4 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 公益財団法人全国市長会館 7010005018609
全国防災・危機管理トップセミ
ナーに係る会場借上料

0.3
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -1
株式会社ロイヤルパークホテ
ルズアンドリゾーツ

9010001071477
全国防災・危機管理トップセミ
ナーに係る会場借上料

0.6
随意契約（少

額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人Ａ - 非常勤職員手当 2.1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

4 個人Ｄ - 非常勤職員手当 2.1 その他 - -

- - -

3 個人Ｃ - 非常勤職員手当 2.1 その他 -

2 個人Ｂ - 非常勤職員手当 2.1 その他

- - -

7 個人Ｇ - 非常勤職員手当 2 その他 -

6 個人Ｆ - 非常勤職員手当 2 その他

-

5 個人Ｅ - 非常勤職員手当 2.1 その他 - - -

-

9 個人Ｉ - 非常勤職員手当 0.3 その他 - - -

- -

8 個人Ｈ - 非常勤職員手当 0.6 その他 - -

- - -10 個人Ｊ - 非常勤職員手当 0.2 その他


	行政事業レビューシート



